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人勧に基づく公務員給与引上げ議案
鈴木公成議員懸命に反対するも26対1で可決

12月議会で福島県人事委員会の勧告に基づく公務員の給与、ボーナス引上げ議
案が出されました。公務員給与削減を主張する私としては絶対に阻止しなければ
と、一般質問、及び討論を通して懸命に反論いたしましたが、結果は賛成26、反
対1の圧倒的多数で可決され、約2700万円の税金が公務員の給与アップに使わ
れる事が決まりました。私にとっては大変不本意な結果となりましたが、議会でど
のような議論が交わされたのか、簡単にご報告いたします。

◎私の主張（反対理由）
　・反対理由１、勧告の元となっている民間給与実態調査の対象がおかしい
まず私が反対理由の根拠としてあげているの
が、勧告の妥当性に問題があるのではない
かという点です。
人事院及び県人事委員会は公務員の給与を
民間企業に合わせるために「民間給与実態調
査」を行っているのですが、この対象企業が
何故か事業所規模50人以上に限定されてい
るのです。実際に50人以上の事業所が県内
でどのくらいあるかというと全事業所数101575
に対し、50人以上のものは僅か928しかありま
せん。比率にすると僅か0.913％となってしま
います。これでは公平な民間準拠と言えず、
完全な勝ち組準拠となってしまっているので
す。この結果、本来であれば平均年収450万
円程度に納まるはずの公務員給与が平均約
650万円にまで跳ね上がってしまっているので
す。
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　・反対理由２、財政が厳しいのに給与、ボーナスが上がるのはおかしい
2番目は単純な理由です。市では「厳しい財政を乗り切るため、歳出の削減を行う」とい
うような公表をしている訳ですが、そう言っておきながら「自分達公務員の給料だけは
上げます」などという事は市民の理解が得られるはずはありません。本来であれば厳
しい財政状況を抜け出す見通しが立って、初めて引上げが可能になると考えます。

◎市側の反論
　１、県人事委員会勧告は妥当である
　２、職員は難関を突破した優秀な人材だから高給を保障しなければならない

さて以上の私の主張に対し以下のような反論が返って来ました。

　　1番の反論は詳しく説明するとややこしいのですが、簡単に言うと公務員の部長の
給料を決めるには民間の部長を参考にする。公務員の課長の給料を決めるには民間
の課長を参考にすると、そうすると必然的に役職がちゃんと段階的にある会社じゃない
と調査対象にならないという主張です。確かにその主張は分かります。社員が1人2人
の会社では待遇も参考にならないでしょうから。でも何故対象が50人以上の企業のみ
であるか？という証明はされませんでした。50人以下の会社でも役職がちゃんとある会
社はあると思うのですが。
　　2番は市長自身の言葉ですが、はっきり言って聞いた時は驚いて唖然としてしまい
ました。本来なら「職務に見合った給料を、、」と言うべき所だと思うのですが、この言い
方では私には「俺達は優秀だから高い給料をもらって当然だ」と聞こえるんですね。人
それぞれ捉え方があると思いますが、私は絶対に市民に対して言ってはいけない言い
方だと思います。優秀であろうと何だろうと、財政が厳しければ引上げなんて許される
はずがありませんし、そもそも市民は職員が優秀だなんて思ってませんから。まあでも
この言い方を聞いて、やっぱり元職員の市長は職員を身内のように考えて可愛がって
るんだなと感じました。元役人の首長では公務員改革は絶対に無理なんだということだ
と思います。

◎採決の結果、まとめ
　　以上のような一般質問や討論を踏まえてついに採決となりましたが、結果は前述の
ように賛成26、反対は私１人だけという圧倒的多数で可決となりました。他の議員さん
の中には対外的に「厳しい財政を乗り切るために人件費の削減を行わなければならな
い」なんて言っている人もいるのに、何故か採決を行うとこういう結果になってしまうと
いうのは私には全く理解できない所です。これが政治というものなのでしょうか？
　　ちなみに今回は福島県が財政難で引上げ見送りどころか5%引き下げを要求してい
るという中々面白い状況で、他市の動向も気になる所だったのですが、1月中旬の時点
では、・引上げ見送り２、検討中（県の動向を見てから）１１、条件付引上げ（職員のみ
など）３、勧告どおり引上げ４４、という結果となっています。財政が厳しいと言われてい
る泉崎村などはやはり見送りとなっているようですし、他にも厳しいと言われている所
は県の動向を見てから決定するなど、慎重な姿勢を見せているようです。これらの本
当に厳しい財政の市町村と比べれば須賀川市はまだ良好な方ですが、しかし、県の動
向を見て決めるという賢明な態度を見せている市町村のように、須賀川市にも自治が
発達している所を見せてほしかったなと感じています。

◎今後の動き
　　さて今回の議会では、勧告の妥当性、給与引上げ採決の他に、もう一つ非常に重
要な質問も行いました。それは「勧告と民意が違った場合、どっちを取るのか」というこ
とです。具体的に言うと、「給与引上勧告に対して、市民がNOと言ったら？もし8万市民
の半分の4万人の引き下げ署名を持って来たら、市長はどっちを取るのか？」と聞いて
みました。答えは「民意も尊重するが、基本的には勧告に従う」というニュアンスの答弁
でした。こう答えられてしまうと、あとは人事院そのものを何とかするしかないかなと
思ってしまいますね。ずいぶん遠い話ですが、まずは一歩ずつ頑張りたいと思います。




